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住宅金融制度の一考察
矢　島　保　男
1　は　し　が　き
　わが国の住宅事情はいまや数年前に比較して大きな変化を遂げた。すたわち
住宅戸数と世帯数とを比較すると，昭和48年末には前老が3，103万であるのに
対し，後者は2，966万で，前老が後者を相当に越え，いまや空家の数も増加し
てきている。そこで住宅については量的充足から質的充足の時代へ移ったので
あり，本年度（昭和51年度）から発足した第3次住宅建設計画においても，住
宅の質的向上が大きな目標となっているのである。従って，これまで住宅の量
的不足をカバーするという点に重点が置かれていた住宅金融も，その方向を転
換せざるをえない段階に来たと考える。本稿は住宅金融のこれまでの歩みを顧
みて，今後，制度的にどのような方向へ進むべきかを考察Lたものである。
2住宅金融の現状
　わが国で住宅金融を遂行している主要な機関と，そのウエイトをみると，第
1表のごとくである。この表によって，いまから10年前には住宅金融は公的資
金によって圧倒的にまかなわれていたが，次第に民問資金による比重が大きく
なり，現在では10年前とは全く逆で，民問によって約80％がまかなわれている
ことがわかる。ことに民間金融機関のなかでも，ここ5年間の増加をみると，
都銀，地銀，相銀，信金などの伸びが特に大きいことがわかるであろう。
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第1表住宅金融残高の推移
41年3月末 46年3月末
（単位億円，％）
51年3月末
区　　　分　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅ロー　　　5年前（46　　　　　　住宅ローソ構成比住宅ローソ構成比ソ　　　構成比年3月）と　　　　　　　残高　残高　残高　の対比
l1怜・孝
民椙　　　　　銀
　信　　　　　金
　労　　　　　金問　農　　　　　協
　生　　　　　保
　住宅専門金融会杜
　　　　民問計
合　　　　計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　倍79 　2．4 　 　2．494　 10，3 　26．114 　17，4　　　10．5
　189　　　5．7　　　　　2．376　　　9，8　　22．098　　14．7　　　　　9．3
　59　　1．8　　　2．136　　8，8　13．642　　9．1　　　6．4
　327　　　9．9　　　　7．008　　28，9　　61．856　　41．2　　　　8．8
　124　　　3．8　　　　　　987　　　4，1　　11．841　　　7，9　　　　12．O
　一　　　　一　　　　　2．585　　10，7　　16．814　　1ユ．2　　　　　6．5
　220　　　6．7　　　　　1．571　　　6．5　　　6．183　　　4．1　　　　3．9
　一　　　　一　　　　　3．320　　13．7＊　11．331　　　7．6　　　　　3，4
　4　　　0．1　　　　　　922　　　3．8＊　　5．O02　　　3．3　　　　　5．4
　一　　　　一　　　　　　　　一　　　　一　　　5．837　　　3．9　　　　　－
　675　　20，4　　　　16．393　　67．6　118．863　　79．2　　　　　7・3
2．565　　77．7　　　　6．980　　28，8　　29．517　　19．7　　　　4．2
　62　　　1．9　　　　　　865　　　3．6＊＊　1．622　　　1．1　　　　　1．9
　一　　　　一　　　　　　　　一　　　　一＊＊　　　67　　　0，0　　　　　　－
2．627　　79．6　　　　　7．845　　32，4　　31．206　　20．8　　　　　4・0
3．302　100，0　　　　24．238　100．0　150．069　100．0　　　　6・2
注　＊50年12月末　＊＊50年3月末　　（目銀「経済統計月報」，r住宅金融公庫年報」）
　そして，わが国の金融機関はこれまで住宅金融を消費者金融の一環として取
扱ってきているが，第2表によってわかるように，いまや消費老金融の大部分
が，金額べ一スでみれぼ住宅金融である。すなわち10年前には消費老金融のう
ちの約28％が住宅資金であった都銀も，いまや住宅資金が91劣以上を占めてい
る。
　さらに総貸出のなかで住宅金融が占める割合も，第3表でわかるように，次
第に大きなウエイトを占めてきた。これは住宅に対する国民一般の需要がきわ
めて旺盛であることを反映Lているわげであるが，同時に景気が次第に回復し
てきたとはいえ，いまだ企業の資金需要が本格的に回復しない現状をバックに，
行政当局の指導もあって，金融機関による住宅金融への進出が急激であったこ
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（単位％）
全国銀行 都市銀行 地方銀行
年月末 消費財， 消費財， 消費財，住宅資金 サービス 住宅資金 サロビス 住宅資金 サービス
購入資金 購入資金 購入資金
40 4乱O％ 5LO％2＆2劣 7ユ．8％ 6L4％3＆6％
’　1　1　■　■　1　　■　1　■　■　■ 1　　　’　1　1　1　　■　l　l　■　一■　■　1　1　　1　1　，　1　’　1　1　1　I　I　一　　■　■　1　■　■
45 6a2 33．8 58．7 4工．3 59．1 40．9
46 75．0 25．O 70．1 29．9 66．2 33．8
47 83．3 16．7 81．9 18．1 77．O 23．O
48 87．6 12．4 85．9 14．1 83．7 16，3
49 91．7 8．3 90．3 9．7 88，9 工1．1
50．3 92．6 7．1 91．5 8．5 90．0 10．O
（目銀「経済統計月報」より作成）
第3表住宅金融残高の総貸出に占める割合 （単位億円，％）
年月末
40
45
46
47
48
49
50．3
年月末
40
45
46
47
48
49
50．3
全国銀行
総貸出
　A
214．105
446．343
553．976
695．747
812．538
902．815
923，070
住宅資金
　B
　292
6．228
9．872
18．203
31．898
43．278
46，015
1・／・
O．1
1．4
1．8
2．6
3．9
4．8
5．0
信託・長銀
総貸出
　A
50．328
111．244
142．858
179．446
210．900
234．725
241，118
住宅資金
　B
　5ユ
1．778
2．902
4．280
7．156
10．062
10，698
B／A
0．］
1．6
2．0
2．4
3．4
4．3
4．4
総貸出
　A
108．550
217．449
268．496
336．151
390．106
430．451
439，809
住宅資金
　B
　73
2．245
3．660
7．444
13．467
18．059
19，272
B／A
0．1
1．0
1．4
2．2
3．5
4．2
4，4
総貸出
　A
26．426
52．422
62．019
79．213
95．750
109．410
111，810
住宅資金
　B
　ユ07
　918
1．384
3．197
5．891
8．003
8，525
B／A
O．4
1．8
2．2
4．0
6．2
7．3
7．6
地　　　　　銀
総貸出
　A
55．225
117．649
142．621
180．148
211．529
237．638
242，146
住宅資金
　B
　167
2．204
3．309
6．478
11．274
15．156
16，084
B／A
O．3
1．9
2．3
3．6
5．3
6．4
6．6
信　　　　金
総貸出
　A
67．352
75．925
99．500
121．850
134，743
住宅資金
　B
2．585
3．739
6．844
9．657
11，982
B／A
3．8
4．9
6．9
7．9
8．9
注　信金については各年の3月末現在 （日銀「経済統計月報」より作成）一
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とに拠っている。すなわち銀行によっては，新規貸出のうちの15％近くが住宅
P一ンであるといわれる。
　以上でわれわれは統計によって，わが副こおける住宅金融がいかに発展の道
をたどってきたかを明らかにした。しかし住宅金融それ自体は，メカニズムの
点で未だ満足すべき状態になっているとはいえない。これまで住宅金融につい
て数多くの問題点が指摘されてきたが，現段階では，そのいずれもが未解決の
童まだからである。そこで次に，これまでどのような観点から住宅金融が取扱
われてきたのかを顧みることによって，そこから制度的整備への糸口をみつけ
る方向に進んでゆくことにしよう。
3　これまでの論点
　これまで住宅金融が問題として取上げられた最も重要な視点は，かかる金融
が「経済性」と同時にr杜会性」をもつという二面的性格をもつことであっ
た。ωつまり民間金融機関にとって住宅金融は，企業への貸出のように，もっ
ぱら採算べ一スに乗せて，その増減を考えれぼよいというものではなく，それ
を利用する個人の生活（すなわち福祉増進など）を十分に配慮しなけれぼたら
たいということであった。そしてこの「杜会性」という観点から，住宅金融の
安定化，す液わちその量の確保が望まれたのであっれ既述のように住宅金融
は発展の一途をたどってきたとはいえ，そこには金融緩和で企業の資金需要が
弱いときには，大いに増加するが，遡こ金融逼迫で企業の資金需要が強いとき
には，その増加がチェヅクされる頓向がみられたが，このように住宅金融が隈
界的金融になりがちなことの是正が望まれたのである。ことに46～47年の過剰
流動性時代に，銀行等が余りにも安易に住宅金融を拡張しすぎ，それが却って
借手に債務返済上の困難を負わせるに至ったことが，住宅金融を限界的金融と
Lて，その重ま肯定しておくわけにはゆかないという考え方を強化したのであ
つた。
　！O！2
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　かくして，これまで住宅金融に対して，その改善策が云々されてきたことの
大部分は，かかる金融が常に一定の大きさを緯持し，借手サイドの要望を満し
ていくという観点からたされてきたのであった。たとえば住宅金融に一つの指
針を提供した大蔵省金融制度調査会の答申「民間住宅金融のあり方について」
（1973年12月25目）｛勃においても，現段階では固定的制度を打出すことは時期尚
早であるとしながらも，住宅資金の安定供給が必要なことを強調し，この点に
中心を合わせて，住宅貸付金利や住宅貸付債権流動化等について，いかにある
べきかの示唆を与えたものであった。
4　一つの提案
　さて，住宅金融問題のなかで最も重要な論点が，かかる金融の量的安定化で
あったことは以上の通りであるが，それでは，かかる方向へ住宅金離をもって
いくにはどうしたらよいだろうか。
　筆者はかねてから住宅金融を取扱う場合に，まずそれを消費者金融のなかか
ら分離すべきことを主張してきたが，帽1本稿でもこの考え方を繰返して強調し
たい。消費者にとって住宅取得は消費というよりも投資と考えるべきことであ
るし，金融機関がかかる認識をもつことによって，住宅金融を隈界的金融とすべ
きでないという積極的姿勢がとれるからである。そして更に筆者は，住宅金融
のなかを短期なもの（たとえば期隈5年以内のもの）と長期なもの（期隈5年以
上のもの）とに分割し，ω短期なものは，これまで通り銀行等によって遂行する
が，長期なものは，漸次，住宅金融専門機関に一よってもっぱら取扱わせるとい
う新しい方向を打出すべきであると考える。それは，既述のように銀行等の貸
出のなかで住宅金融が占める比重は次第に大きくたりつつあり，このままいげ
ぼ，近い将来，かかる比重が10％を越えることも考えられ，かくなれば，たと
え消費者サイドの要望が依然として強い場合でも，経営の上から住宅金融の隈
界を考慮せざるをえなくなると思われるからである。
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第4表　住宅金融（新規貸出）の増減率 （単位百万円，％）
住宅金融専門会杜 銀行（全国銀行）
年 月
新規貸出 I対前期比率 新規貸出1対前期比率
49． 7～9 34，219 ％ 425，O04 ％＼
／ 9．O ＞ 5．310～12 37，301＼ 447，479
／ 23．350． 1～3 45，983 402，223
?＿?．??
＼ 3．1 ＼／ ＜ 23，04～6 47，413＼ 494，815
■ 21．6 ■ 9．67～9 57，645
?＿???
542，321＼
／ 7，210～12 52，358
??．??
581．187
51． 1～3 58，163 556，599
?＿??
（日銀「経済統計月鍛1より作成）目 報」
　もっとも，現在，わが国では民聞機関として住宅金融を専門に遂行している
ものとしては住宅金融専門会杜（7杜）しかない。これらの専門会杜が創設さ
れた契機や目的などについては，各杜によってそれぞれ相違があるが，いずれ一
の会杜も，銀行からだげではなく，生保や損保などの機関投資家からの資金調
達によって住宅金融のための資金パイブを拡張し，かかる金融を安定させよう
ということが，一つのねらいであった。だがこのようなねらい，つまり資金パ
イプの拡張が順調に・行なわれたかというと，必しもそうでないといえる。それ一
は第4表をみることによって明かである。すたわちこの表で，専門会杜の貸出
の伸び率は銀行のそれと全く対照的で，ほぼ逆の関係になっていることがわか
る。このような結果になっていることは，これまでのところ，住宅金融専門会
杜の運転資金のほとんど全部が系列の銀行からの借入金でまかなわれており，
また専門会杜の顧客の多くが，銀行からの紹介によって回されてくる場合が多
いという事実からきている。すなわち，これまでは，住宅金融専門会杜は銀行
の住宅金融の補充的役割を果しているにとどまっていて，その独立的存在意義
がきわめて薄いと言わざるを得ないのである。
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　もちろん，銀行等が遂行している住宅金融のうちの長期のものを，直ちに住
宅金融専門会杜へ移行して，かかる専門会杜に遂行させることは，現在のメカ
ニズムのままでは無理である。周知のごとく，住宅金融専門会杜（ことに大蔵
省直轄会杜）には，住宅同一ソ債権信託や住宅低当証券および住宅低当証書を
媒介とする資金調達ルートが開かれてはいる。そこでかかるルートの改善や拡
大が望まれるわけである。しかしかかるルートを改善したり拡大Lたりしても，
それは所詮，かかる債権や証券や証書を引受ける機関（信託銀行や保険会杜等）
の住宅資金を，住宅金融専門会社へと引寄せるだけであって，住宅金融そのも
のの枠の拡大ということまで大きく発展はできないであろう。
　そこで新しいリファイナ：■スの道が望まれるわけである。リファイナソス機
構がどうあるべきかは，現実にはいろいろの問題があろう。既述の金融制度調
査会の答申では，かかる方途として長期信用銀行の機能を生かす方向などが考
えられているが，問題ぼあるにせよ，住宅金融専門会杜による住宅債券発行と
いう思いきった道を開き，專門会杜をして資金調達力を伴った実のある住宅金
融専門機関へと，一日もはやく脱皮させることが必要であろう。銀行の住宅金
融が預金取引関係や人的信用を重んじているのに対して，住宅金融専門会杜の
それが物的担保を重んじているという相違があることは周知のことであるが，
この物的担保を重んじるという貸付こそ、住宅金融を真のモーゲジ・目一：■
（mOrtgage10an）とする方向を示すものであり，この点からも，住宅金融専
門会杜に長期住宅廣権を見返りとした住宅廣券の発行を許すという考えが肯定
されてくるわけである。
　なお，筆老が銀行等と専門会社とのあいだで住宅金融の短長を分担させるこ
とを提案したのは，次のような米国における事実をバックにしている。すなわ
ち米国では，銀行（商業銀行）の貸出のうちに占める宅住金融のウエイトは大
きいが，米国全体の住宅金融のなかで銀行のそれが占める比重はさほど高いも
のではない（貯蓄貸付組合。生命保険会杜，相互貯蓄銀行等の比重が高く，な
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かんずく貯蓄貸付組合はモーゲジ・ローソの約45％をまかなっている）という
こと，および同一地域にある銀行をみると，消費老金融（短期の住宅金融を含
む）と住宅金融（長期）とをそれぞれ相互に分げあっているところが相当にみ
られるということである。つまり，米国の例でわかるように，銀行はその本来
の性格からみて，自分だけで住宅金融を推進していくことは無理なのであり，
そこには，なんらかのやり方で不動産を証券化して流通させる新しいメカニズ
ムの導入が必要なわけである。米国の三大銀行の一つであるチェスマンハヅタ
ン銀行（Chase　Manhattan　Bank）の場合をとっても，みずからの庄宅金融
は総貸出残高のうちの約5％ぐらいにすぎないが・・住宅金融業務を大いにやっ
ているチェスマン（ヅタソ・モーゲジ・アンド・リァリティ・トラスト（Chase
Manhattan　Mo惚age　and　Realty　Trust）を予会杜としてもち，また二つ
の低当会杜（mOrtgage　company）を株式の上で支配しているのである。
　さらに筆老は住宅金融を，一応，期限5年のところで短期と長期とに分げた
が，実際に何年のところで分けるかは，現実の銀行や住宅金融専門会杜の経営
上の経験に照らして決められるべきことを付言する。住宅金融専門会杜の調達
資金の夫部分は5年分割返済で，その平均残べ一スでは3～5年ぐらいといわ
れているから，長期といっても，適正であると具体的に割出される期問は案外
に長くはないのかも知れない。
5景気調整手段としての住宅金融
　これまで住宅金融の重要性は，もっぱらその「杜会性」という観点から主張
されてきた。もちろんかかる観点は今後ともきわめて肝要なことであることに
変りはない。しかし既述のように，住宅事情が量的充足から質的充足へと転換
した以上，これまで金融事情のいかんにかかわりなく安定的であることが望ま
れた住宅金融も，必しもその必要がないのではないかと考えられるかも知れな
い。しかしそれは早急な考えである。質の向上のための住宅資金がたお当分の
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あいだ多量に必要だからである。建設省の住宅需要実態調査（48年）によって
も約1，000万の世帯が現在の住宅に満足していないのである。
　しかし，一応，住宅が量的に充足されてきたのであるから，これまでのよう
に，単に借手である消費者サイドに重点を置いた「杜会性」ということだけで
なく，こんごは国民経済的にみて，景気調整という観点から住宅金融の増加率
をアレソジすることも必要な段階に入ったと考えられる。米国では住宅金融の
景気調整手段としての重要性が高く評価され，リファイナソスの機構もかかる
観点から整備されてきたのであるが，わが国でもいまやこのような視角から住
宅金融を考えなげればならないのである。
　かかる必要性は住宅事業金融を含めた住宅産業関連金融全体のなかで，住宅
金融がどのくらいの比重を占めるに至ったかを，第5表でみることによって納
得されると思われる。
　この表で「建設業」と「不動産業」への融資の合計と，住宅金融との構成比
をみると，次第に，しかも急速に，住宅金融のそれが増大していることがわか
る。そして「建設業」および「不動産業」への融資のうち，どれだけが住宅融
第5表住宅事業関連金融（全国銀行） （単位億円，％）
年　末 建設業 不動産業 計 ％ 住宅金融 ％
41 10，570 7，082 17，652 96．9 556 3．1
42 12，791 9，481 22，272 95．1 1，155 4．9
43 14，623 11，639 26，262 92．4 2，163 7．6
44 16，717 15，μ7 32，164 89．5 3，787 11．5
45 20，191 19，677 39，868 86，5 6，228 13．5
46 28，O02 29，634 57，636 85．4 9，872 14．6
47 39，576 51，489 91，065 83．3 18，203 16．7
48 47，441 62，960 110，401 77．6 31，898 22．4
49 47，275 50，838 98，113 69．4 43，278 30．6
50 51，744 54，392 106，136 64．6 58，061 35．4
（目銀「経済統計月毅」より作成）
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資であるかは明らかでないが，住宅だげに関係したもののみを取上げ，それと
住宅金融との構成比をみれば，おそらく住宅金融のそれはきわめて大きいもの
となっていることが推測できる。しかも，たとえば48～49年のところをみると，
金融引締めによる景気の急激な後退を反映して，「建設業」および「不動産業」
への融資は絶対量において減少したのに，住宅金融は既述した政府による指導
もあって，絶対額も減らず，大きな増加がみられたのであり，45～50年の残高
の平均増加率を計算してみると，住宅金融の増加率は「建設業」と「不動産業」
を合計したもののそれの約2．4倍弱になっている。たとえ2倍であるとしても，
このような伸び率の差が続けば，数年にして，住宅金融が住宅事業関連金融の
うちの二分の一を越えることも十分に予想できる。
　しからぼ，住宅金融を景気調整手段とする場合，具体的にどのようなやり方
が採用されるべきであろうか。住宅建設がきわめて大きな加速度効果をもち，
景気を浮揚させる力をもっていることは周知のことである。そこで低成長から
安定成長への歩みを進まなければならない今後のわが国経済にとって，住宅建
設の一定量の維持，従ってその裏付げを形成する住宅金融の維持がキー・ポイ
ントになることは間違いない。そこで住宅金融の増減が一種のスタビライザー
（stabilizer）になるような工夫が望まれるわげである。
　まず，現在既に金利面に関しては，住宅金融が一種のスタビライザー的役割
を果しているといえる。というのは，銀行に関しては住宅金融の金利を定期預
金金利に連動させ，また住宅金融専門会杜の貸付金利は長期プライム・レート
に連動させ，それぞれ上下するという原貝uができ上っているからである。すな
わち，わが国では貸出金利が預金金利に先行する傾向がみられるが，たとえば
景気カミ後退して銀行の貸出金利が下がる煩向になり，やがて定期預金金利の引
下げが行なわれたときに，住宅金融の金利が自動的に引下げられることは，景
気後退で一般に所得の増加率もダウンする消費者に，それだげ住宅金融の利用
を減少させなくする一手段になっているからである。
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　しかし，過去において，銀行や住宅金融専門会杜による住宅金融の金利につ
いては，既往の貸出の金利変更が全く無かったわけではないが，一5〕上記の連動
の原理が適用されるのは新規貸出についてであるというのが原則である。だが
住宅金融の金利をしてスタビライザー的機能を十分に果させようとするならば，
長期の住宅金融については，既往の貸付に対する金利も連動の原理を適用すべ
きである。すなわち金利変更が行なわれたときに，既往の貸付のうちで，未返
済の部分に対する金利を変更させるわけである。もっとも，かかることは金融
機関にとっては，経済変動が起っても，住宅金融を採算べ一スに乗せていくこ
とができるので，かかる金融を推進させる意欲を強化することになるが，借手
である消費者からは，途中で金利が引上げられるかもわからないという不安が
あり，長期にわたる生活設計ができないという点で反対が起こるであろう。そ
こで筆者は既往の貸付の金利を上げる場合も，下げる場合も，既往の金利と新
しい金利との差から計算された利息分は，上げるときには借手に，下げるとき
には金融機関に，政府が利子補給というやり方で支給する仕組を採用すべきこ
とを提案したい。
　しかし金利面からだけではなく，住宅金融を一層スタビライザーたらしめる
ためには，預金の増減と住宅金融の増減とをなんらかのやり方で結びつける方
法を考慮すべきであると考える。すなわち個人の定期性預金の増減に応じて住
宅金融を増減させるという考え方液どは，消費者サイドを考慮した一案と思わ
れる。だがスタビライザーという点を考えると，個人預金と法人預金との増加
率の対比が一つの基準になると思われる。すなわち，一般に景気が後退すると
きには，個人預金の増加率が法人預金のそれよりも大きくなり，景気が上昇す
るときは，その逆になる傾向があるから，かかる両預金の増加率の対比をみな
がら，住宅金融の貸出期間や担保掛目等を，法的に調整するという方法が考え
られるべきなのである。㈹もっとも，このような方法が実施されるには・過去
の事実の詳細な検討を必要とすることはいうまでも汝い。
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　なお住宅金融のスタビライザー的機能を本格的に発揮させるためには，既述
した住宅金融のリファイナソス機構の整備ということと関係してくる。金融機
関のもつ住宅債権の買取りを，景気の浮き沈みに合わせて加減することが望ま
れるからである。米国では連邦低当金庫（FNMA）がかかる機能を果している
ことはよく知られている。わが国でも住宅金融公庫にこれに近い機能をもたせ
てはどうかという考え方もある。
6住宅金融の新しい視角
　さて，以上のく4〉と＜5〉で述べてきた筆者の考え方や提案は，わが国住
宅金融の最も基本的な問題を取扱ったものであると考える。しかし更に住宅事
情の量から質への変化に伴い，住宅金醐こついても差当って新しい視角から改
めて問題にしなければならないことも多い。いまこの点について触れることに
Lよう。
　（イ）わが国では米国におけるように，個人がその年齢と所得に応じて，一生
のあいだにいく度か住宅を変えるという慣習はない。だが実際には，持家取得
を最終目標として，民営借家→公営借家←給与住宅→持家という流れがあるこ
とを明らかにした調査もある。一7］すなわちわが国でも，量的充足が逢成された
以上，こんごば住宅金融も上記のようなライフサイクルに合わせたきめ細かい
供給方法を考察することが必要である。
　（口）また，わが国ではリース（1eaSe）については，銀行の周辺業務として発
展がみられるが，リース会杜の業務のなかで住宅に直接関係しているものは未
だ発達していない。米国ではいわゆるセールス・アンド・リースバヅク（SaleS
and　lease・back）が近年非常に発展している。これはある企業（レストラソ，
理髪店，書籍販売店等）が，その所有する土地や建物を金融機関（ことに生命
保険会杜）に売り，同時にその金融機関が，かかる企業に不動産を長期にわた
って賃貸するという方法である。たとえば書籍販売店がその店舗を拡張したり
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近代的に改善しようとする場合，その土地や建物を金融機関に売り，金融機関
自身が，その販売店の店舗を拡張したり改装したりして，再びその書籍販売店
と長期賃貸契約を結ぶのである。この方法だと借手は，不動産売却によるキャ
ピタル・ゲイソを得ることができ，運転資金を拡大しうるというメリットがあ
ることが指摘されている。わが国でも小売商などの近代化設備のための資金需
要は，こんご一一段と増大していくと思われるので，このようなセールス・アソ
ド・リースバックのやり方をうまく応用した金融の仕組みを検討することも一
考に価いするであろう。なお，こんごの住宅供給には，宅地供給面での改革が
必要であるが，セールス・アソド・リースバックという原理を利用したやり方
で，土地の高度利用（たとえば中高層マンションを中心とLたニュータウンの
建設）たどを考える方向も打出されるべきであろう。
注（1）r住宅金融はどこまで伸びるか」金融ジャーナル，1971年1工月号特集たどを参照。
　（2）窪田弘「わが国の住宅金融のあり方」金融，1974年2月号（全国銀行協会違合
　　会）。
　（3）矢島保男「消費者金融の今後の方向と間題点」金融，1976年2月号（全国銀行協
　　会連合会）。
　（4）米国では期限5年以内の住宅金融は住宅の近代化・改善貸付とLて消費者金融の
　　範駒こ入れられている。
　（5）既往の住宅金融の金利は，銀行については一度，住宅金融専門会杜については二
　　度（このうち一度は1杜のみ）変更されたことがある。
　（6）この規制は，割賦販売における割賦期間や頭金率の規制と同じやり方がよいと考
　　える。
　（7）「ライフサイクルと住宅需要」富士タイムズ，1975年11月号，富土銀行調査部。
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